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智山派教師の体験した東日本大震災
―総合調査から見た巨大災害の非日常性―

伏 見 英 俊

１．はじめに

　古来より多くの宗教では、さまざまな困難に遭遇しながらも、宗教者
とその活動を支える人々によって、自らの信奉する教えが次世代に伝え
られてきた。しかしながら、彼らの直面した困難な状況すべてが後世に
語り継がれるというわけではなく、その大部分は時間の経過とともに忘
れ去られることが多い。
　2011年３月11日午後２時46分に発生した巨大地震と直後の大津波は東
日本を中心に甚大な被害をもたらし、被災地の宗教者は容易に乗り越え
られない深刻な事態に直面した。東日本大震災の被害状況に関する警察
庁の統計によれば、2017年１月11日現在、震災による死者は１万5,893人、
行方不明者は2,556人にのぼる。被災した人々は震災から５年以上経過
した今もなお、13万740人が各地で避難生活をおくる（2016年12月27日、
復興庁）。震災に関する法律及び政令の定めるところによれば、被災自
治体の数は「特定被災地方公共団体」９県178市町村、「特定被災区域」
222市町村に及び、まさに戦後最大の自然災害であった。
　この大規模災害によって真言宗智山派では多くの寺院が被害を受け、
被災した寺院数は全壊29ヶ寺、半壊26ヶ寺、一部損壊398ヶ寺に達した（１）。
震災の被害を受けた地域では、地域住民同様、多くの寺院関係者も震災
直後の混乱を乗り越えて、さまざまな困難に向き合いながら、それぞれ
の日常生活を営み今日に至る。
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　2015年度に実施した真言宗智山派総合調査では、寺院票・教師票・寺
庭婦人票・檀信徒票の末尾に特別調査項目として震災関連の設問を用意
し、震災から４年半経過した時点で真言宗智山派の寺院関係者に広く意
見を求めた（２）。その調査結果に関する分析報告書は真言宗智山派宗務庁

（2017）として近く刊行される（３）。本稿では、調査結果の震災アーカイ
ブ（震災記録の保存／利活用）としての重要性に注目しつつ（４）、寺院票
と教師票の調査結果をもとに東日本大震災が真言宗智山派に与えた影響
について、常日頃の防災意識、震災直後の様子、被災寺院の再建、宗団
に対する期待、被災地への支援活動等の観点から考察を試みた。なお、
いくつかの震災に関わる調査結果が既に公表されているので、先行研究
として適宜参照した（５）。

【2015年度実施　真言宗智山派総合調査について】
・真言宗智山派では、1975年度より５年ごとに総合調査（宗勢調査）

を実施しており、今回はその９回目にあたる。集計結果は真言宗
智山派宗務庁（2016）として2016年７月31日に発行され、分析報
告書は真言宗智山派宗務庁（2017）として2017年３月31日に刊行
される。なお、今回の総合調査では原発事故被災寺院に特化した
質問項目は設けていない（６）。

・調査票は寺院票、教師票、寺庭婦人票、檀信徒票からなり、各教
区宗務所経由で2015年９月に配布され、同年11月に回収された。
全体の回収率は71.0%であった。

・本研究で用いる数値は、主として真言宗智山派宗務庁（2016）に
基づき、必要に応じて真言宗智山派宗務庁（2017）の分析結果を
参照した。また、本研究で用いるブロック別、教区別、平均年間
総収入別、正住寺院・兼務寺院別等のクロス集計は、真言宗智山
派宗務庁（2017）に基づくものである。

・真言宗智山派宗務庁（2017）では『真言宗智山派宗務規程』「別
表第三号」に基づく以下のブロック名称が用いられており、本研



（ 51 ）

現代密教　第28号

究でもそれを踏襲した：近畿（愛媛、高知、九州、北陸、東海、
美江の各教区を含む）、信越、東北・北海道、北関東、埼玉、千葉、
東京（山梨、神奈川教区を含む）。

２．調査結果の震災記録としての意義

　2011年６月25日に開催された東日本大震災復興構想会議において、復
興構想７原則の原則１「大震災の記録を永遠に残し、広く学術関係者に
より科学的に分析し、その教訓を次世代に伝承し、国内外に発信する」
と提言されたのを受け、多くの研究機関、自治体、民間企業等が震災アー
カイブの構築に着手した（７）。日本各地で展開される震災アーカイブ事業
は、社会に震災の関連情報を提供し、還元して役立てることを目的とし
たものである。各アーカイブ事業では、震災を伝える写真、ビラ、出版
物、映像等からなる膨大な震災記録を整理し、個々のデータにメタデー
タ（出典先、作成年月日、著作権の有無、内容等のデータに関する情報）
を付与した上で、その結果を震災アーカイブとして公開している（８）。
　それにもかかわらず、巨大災害の全体像を把握することは容易なこと
ではない。それは巨大であるが故に、多様な出来事を多面的に捉える必
要があるからである。震災直後、火葬場での読経ボランティア等に参加
した宗教者もいたであろうし、日常生活でガソリン不足等に悩まされた
宗教者も少なくなかったであろう。また、幼稚園経営者として園児たち
と不安な一夜を過ごした宗教者の体験や、震災翌日から始まった遺体捜
索に消防団員として参加した宗教者の体験なども貴重な震災記録となり
得るのである。宗教者は社会において重層的な役割を担いつつ、宗教の
専門家として宗教活動を行い、しかもその多くは家族と共に震災直後の
日常生活を体験してきた。そのような観点からすれば、さまざまな震災
記録が存在する中、宗教者周辺の災害記録は災害対応を中心とした行政
レベルの記録と日常生活にスポットを当てた市民レベルの記録とは次元
の異なるものと捉えることができるであろう（９）。
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　真言宗智山派総合調査の震災関連項目では、「震災直後に日常生活で
困ったことは何か、震災に伴う寺院修復に対して支出した額はいくらか、
震災後どのような宗教活動や支援活動を行ったか」等の質問内容からな
るアンケート調査を実施した。すなわち、総合調査の震災関連項目は「真
言宗智山派の寺院関係者のさまざまな体験を通じて東日本大震災をふり
返る」という内容に他ならない。それ故、総合調査の調査結果は、真言
宗智山派という宗教集団の組織構成員による震災アーカイブとして充分
意義あるものと言える。将来的に、本調査結果が震災アーカイブとして
震災を後世に伝えていくための資料となることが期待される。

３．震災直後に日常生活で困ったこと	
� ―直後の日常生活から巨大災害を捉える―
　震災直後の東日本の広い範囲で、店舗での品不足・販売制限による「食
料品の入手困難」（10）、通信集中による通信規制・電話回線の損傷・通信
施設の被災が原因で生じた「固定電話の不通」（11）、製油所やサービスス
テーションの被災に起因する「ガソリンの入手困難」（12）、直後の混乱に
よる行政・メディアからの「情報不足」（13）などによって多くの人の日常
生活が困難な状況に陥ったが、これらの状況は東日本大震災に特徴的な
日常生活の問題点であった。
　震災記録というと犠牲者の数や建物の損壊等を連想しがちだが、震災
当日の個々の体験に加え、震災直後の日常生活も重要な記録となり得る。
震災から５年以上経った今でも、３月11日の話をしていると、震災当日
の体験と直後の日常生活を鮮明に記憶している人が多いのに驚かされる
ことがある。それだけ東日本大震災は、多くの日本人にとって衝撃的な
出来事であったということであろう。今回の総合調査では、震災直後の
日常生活を通じて東日本大震災を捉えるという観点から、「東日本大震
災直後に日常生活で困ったことはありましたか」という設問を用意し、
巨大災害がいかに市民生活に影響を及ぼしたかを調査した（【図表１】）。
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図表１　東日本大震災直後に困ったこと（教師票、複数回答）
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【図表１】から多くの本宗教師が「ガソリンの入手」と「停電」に困っ
たことがわかる。【図表１】のブロック別集計によれば、とりわけ東北・
北海道ブロックと北関東ブロックで「ガソリンの入手」と「停電」の回
答が高い比率であった（14）。また、「その他」の回答としては、「粉ミルク、
乾電池等の日用品の入手」「ガラス類の処理等の被害の後片付け」「放射
能汚染の恐れ」「道路の破損による自動車の運転困難」「計画停電」など
があった（15）。
　被災地寺院（2011年に全日本仏教会が行った第一次緊急支援の対象と
なった93寺院）へのアンケート調査をまとめた藤森（2015c）によれば、
被災地寺院のライフライン復旧の平均日数は、水道が震災37日後（最も
早く復旧したのは震災６日後、最も遅いのが震災120日後）、電気が震災
34日後（最も早いのは震災２日後、最も遅いのが震災150日後）、ガスが
震災59日後（最も早いのは震災１日後、最も遅いのが震災180日後）、携
帯電話等の通信手段が震災21日後（最も早いのは震災３日後、最も遅い
のが震災180日後）であったという（16）。これらの日数からわかるように、
大規模災害が発生した場合、ライフラインの復旧まで一週間以上かかる
ことを考慮した備えが必要となろう。
　一般に震災直後の日常生活での問題点は大規模災害の特徴の一つであ
り、災害時における障がい者などの「災害弱者」への対応、あるいは都
市部での「帰宅困難者」への対策など、防災・減災を考える上で重要な
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資料となり得るものである。特に、【図表１】の結果は本宗教師による
回答であるため、今後の本宗寺院の防災を考える上で極めて示唆に富む
ものと考えられ、項目毎に今後の災害に向けた対策が講じられる必要が
あろう（17）。
　さらに震災の語り継ぎという点では、【図表１】の結果と個人の体験
談がリンクできれば、有用な資料が得られるであろう。いささか個人的
な話になるが、筆者が始めて石巻に入ったのは2011年４月２日のことで
あった（18）。この日付が極めて象徴的であることは、宮城県内の人ならほ
とんどが知っている。ガソリンが入手できるようになり、一般車両も東
北自動車道を通行できるようになった時期だからである。このような個々
の震災体験をこれから集めていくことは容易ではないが、今回の調査結
果と個々の体験談を結びつけることによって初めて、震災伝承への道が
開けるのではないだろうか。阪神・淡路大震災の時には、宗教者の体験
談を集める動きがあったにもかかわらず、東日本大震災では一部を除き、
本宗教師の個々の体験談が顧みられることはあまりなかったように思う

（19）。未曾有の大災害であり、しかも本宗では被災寺院が多かったという
事情はあるが、震災記録を後世に伝えるという意味では個々の体験談の
収集も必要だったのであろう。

４．自然災害に対する備え　―寺院防災を考える―

　自然災害の多い日本においては、仏教寺院も防災・減災に無関心では
いられない。そこで今回の調査では、日頃からの防災について「貴寺院
では地震や台風などの自然災害に対する備えをしていますか」と尋ねた。

「自然災害に対する備えをしている」と回答した寺院が44.5%（1,020ヶ寺）
で最も多く、次いで「しようと思っているがなかなかできない」28.1%

（645ヶ寺）、「していない」25.8%（591ヶ寺）という結果であった（【図
表２】）。この調査結果は本宗教師の防災意識を反映していると考えられ
るため、教区別集計あるいはブロック別集計を用いれば、各地域で防災
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講習会を開催する際の重要な資料となり得る。とりわけ「しようと思っ
ているがなかなかできない」と回答した寺院に対しては、防災・減災の
事例紹介等の助言が効果をもたらす可能性があろう。

図表２　自然災害に対する備えの有無（寺院票）
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【図表２】のブロック別集計によれば、北関東ブロックと東京ブロック
では、「自然災害に対する備えをしている」と回答した寺院の割合は全
体の割合を10ポイント程上回っており、より防災意識が高いということ
がわかる（20）。また、【図表２】を過去５年間の平均年間総収入別（「300
万円未満」「300万円以上500万円未満」「500万円以上」）に見ていくと、
平均年間総収入と「自然災害に対する備え」は比例しており、正住寺院
と兼務寺院の別から見ると、兼務寺院では正住寺院に比べ「自然災害に
対する備え」をしている寺院が少ないことがわかる（21）。「自然災害に対
する備え」には【図表３】にあるように、被災時の再建費用、防災工事、
ライフラインが寸断された時への備え等が想定されるが、世界有数の自
然災害大国日本にあっては、災害時に被害を少なくする防災工事や被災
時の再建費用の準備が必要なことは誰の目にも明らかであろう。本宗寺
院の「自然災害に対する備え」を充実させるためには、防災意識を高め
るだけではなく、「自然災害に対する備えをしていない」理由を明らか
にしていくことが必要であろう（22）。
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図表３　自然災害に対する備えの内容（寺院票、複数回答）
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　総合調査では次に、「自然災害に対する備えをしている」と回答した
寺院（1,020ヶ寺）に、備えの内容を回答してもらった（【図表３】）。「自
然災害に対する備え」として、「地震保険・火災保険など」と答えた寺
院が88.6%で最も多く、大部分の寺院が地震保険・火災保険等に加入し
ていることがわかる。以下「積立金」27.8%「食料・飲料水等の備蓄」
19.9%「耐震補強工事」19.3%「過去帳データベースのバックアップ」
13.9%「転倒・落下防止対策」11.8%「地域の防災組織との連携」10.2%
の順になっている（23）。
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　後述するように（【図表６】）、「地震保険・火災保険」「積立金」は被
災した場合の再建資金となり得るもので、常日頃からの備えとしては極
めて重要である。また、大地震に備えた「耐震補強工事」「転倒・落下
防止対策」が有効な防災・減災対策であることを認識する必要があろう。
ライフラインが寸断された時への備えとして「食料・飲料水等の備蓄」「自
家発電装置の設置」はライフラインの復旧まで寺院関係者の日常生活を
守るものであり、寺院を避難所として開放する場合も不可欠の備えと言
える（24）。
　東日本大震災では被災地の多くの宗教施設が緊急避難所や活動拠点と
なり、災害時の宗教施設の役割が注目されるようになった（25）。また、宗
教の社会貢献と公益性という観点からすると、地域防災に対する宗教施
設の貢献は極めて重要であると言える（26）。今回の総合調査で自然災害に
対する備えとして「自治体との災害協定締結」と回答した本宗寺院は
3.9%（40ヶ寺）であった。専門家による最近の調査報告によれば、自治
体と災害協定を締結している宗教施設は全国で397にのぼり、うち272は
指定避難所となっているという（27）。このような近年の動向から考えると、
本宗においても自治体との災害協定締結の推進を検討すべき時期にきて
いるのかもしれない。

５．東日本大震災に伴う寺院修復に対する支出	
� ―寺院の被害と再建から巨大災害を捉える―
　文化庁は東日本大震災における宗教法人の復興状況について、青森県・
岩手県・宮城県・福島県・茨城県・栃木県・埼玉県・千葉県に主たる事
務所を置く宗教法人（調査対象：13,130法人、構成比（%）：神道系
57.0、仏教系36.0、キリスト教系2.8、諸教4.2）を対象として2015年11月
24日から12月31日にかけて、郵送法にて調査を実施した（28）。その調査報
告書である文化庁（2016）によれば、東日本大震災による境内建物の被
災数で最も多いのが宮城県（全壊50件、大規模半壊54件、半壊87件、一
部損壊295件）であった（29）。この調査結果によれば、宮城県では回答し
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た宗教法人（647）のうち、75.1%が被災していることがわかる。また、
仏教系42宗派へのアンケート調査の報告書である藤森（2015b）におい
ても、宮城県の被災率（被災寺院数／寺院総数）は最も高く82.45%で
あった（30）。宮城県は1978年（昭和53年）６月12日にＭ7.4の宮城県沖地
震が発生し、2011年１月11日には10年以内に70%の確率で再び宮城県沖
地震が起きると発表されていた（31）。今回の震災発生後、宮城県では津波
による全浸水面積の６割にあたる327㎢が浸水し、大きな被害につなが
ったとされる（32）。
　真言宗智山派宮城教区（2016）には義援金配分基準と教区内の大規模
被災寺院数が公開されていて、それによれば教区内ではＡランク寺院（本
堂、庫裡全壊等）10ヶ寺、Ｂランク寺院（本堂、庫裡半壊等）６ヶ寺、
Ｃランク寺院（本堂、庫裡４分の１程度損壊等）４ヶ寺であった（33）。こ
れらの数字は、震災による被害を受けた教区内寺院が多かったことを物
語っていると言えよう。
　一方、宮城県の自治体別の全壊被害割合（全壊住家数／住宅数）は、
南三陸町61.1%、山元町45.9%、東松島市39.7%、気仙沼市38.5%、石巻市
35.5%、亘理町22.8%、名取市12.0%、七ヶ浜町11.0%の順になっており、
全壊被害割合の高い地域に檀信徒が多く居住していた場合には、菩提寺
の再建も容易なことではなかったであろう（34）。被災した境内建物の再建
状況に関する文化庁調査によれば、宮城県（回答法人数647）では、「再
建工事が完了」52.2%「再建工事中」4.9%「再建工事に未着手」11.1%「再
建しない予定」5.3%「被害なし」22.7%「無回答」3.7%であったという（35）。
　今回の文化庁調査における回答者全体（3,241法人）のうち、「再建工
事に未着手」は256法人で「再建しない予定」は108法人であった。それ
ぞれの理由を尋ねたところ、「再建しない予定」と回答した108法人の理
由（自由記述）としては、「被害が軽微であるから」「現在でも使用可能
だから」「わずかな補修で使用できるから」等の理由が最も多く（47法人）、
次いで「予算がない」「資金がない」「金銭面の理由」等の理由が多かっ
た（19法人）（36）。一方、「再建工事に未着手」と回答した256法人の理由
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（複数回答）としては、「再建資金の調達の目途が立たないから」が最も
多く（146法人）、次いで「境内建物の再建内容に関して、法人内での話
合い等が進んでいないから」（70法人）「信者（氏子・檀家等）の生活再
建の目途がついていないから」（46法人）の順であった（37）。以上のこと
からわかるように、寺院の被害と再建という観点から東日本大震災を捉
えることの重要性が理解できよう。

（１）寺院修復の支出
　今回の総合調査では、まず東日本大震災で被災した寺院の再建を調べ
るために「貴寺院では東日本大震災に伴う寺院修復に対する支出はあり
ましたか」という質問を実施した（【図表４】）。

図表４　東日本大震災に伴う寺院修復に対する支出の有無（寺院票）

支出あり
33.1％

支出なし
64.5％

無回答
2.4％

サンプル数
2,292

　この調査結果によれば、「支出あり」が33.1%「支出なし」が64.5%と
回答しており、回答した本宗寺院の実に１／３が東日本大震災に伴う寺
院修復に対して支出していることがわかる。寺院修復に対する支出の面
から、東日本大震災が本宗寺院に多大の損害を与えたことが裏付けられ
るであろう。
【図表４】の教区別集計に基づき、「支出あり」と回答した寺院数とサ
ンプル数（回答寺院総数）を見ていくと、岩手（24ヶ寺／33ヶ寺）、宮
城（41ヶ寺／47ヶ寺）、福島第一（44ヶ寺／53ヶ寺）、茨城第一（26ヶ寺
／42ヶ寺）、栃木中央（52ヶ寺／84ヶ寺）、栃木北部（29ヶ寺／37ヶ寺）、
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東京西部（10ヶ寺／16ヶ寺）などの教区で、サンプル数に占める「支出
あり」の寺院数の割合が高いことがわかる（38）。上記の教区以外に、甚大
な被害を受けた被災地を持つ教区の「支出あり」の寺院数とサンプル数
は、福島第二（11ヶ寺／27ヶ寺）、福島第三（18ヶ寺／33ヶ寺）、茨城第
二（15ヶ寺／46ヶ寺）、栃木南部（12ヶ寺／33ヶ寺）下総海銚（19ヶ寺
／40ヶ寺）、下総香取（26ヶ寺／57ヶ寺）であった（39）。これらを県別に
集計すると、岩手県（24ヶ寺）、宮城県（41ヶ寺）、福島県（73ヶ寺）、
茨城県（41ヶ寺）、栃木県（93ヶ寺）、千葉県（110ヶ寺）となっており、
東日本の広い範囲で本宗寺院が震災に伴う寺院修復に支出していること
がわかる。ただし今回の総合調査では、建物修復以外に境内墓地等の修
復も含まれる可能性があるため、他機関の被災地調査と比較する際には
注意が必要であろう（40）。

（２）修復費用
　次に今回の調査では、震災に伴う寺院修復に支出したと回答した寺院

（759ヶ寺）に対して、寺院修復に対する支出額を尋ねた（【図表５】）。

図表５　東日本大震災に伴う寺院修復の支出額（寺院票）

40.7％ 37.3％ 7.6％

1.6％5.7％ 4.6％
2.5％

サンプル数
759

50万円未満 50万から300万円未満 300万～500万円未満
500万～1000万円未満 1000万～3000万円未満
3000万円以上 無回答

　寺院修復の支出額について「50万円未満」と回答した寺院が40.7%で
最も多く、次いで「50万〜300万円未満」37.3%「300万〜500万円未満」
7.6%「500万〜1000万円未満」5.7%「1000万〜3000万円未満」4.6%の順
となっている。このことから寺院修復の支出額は「50万円未満」「50万
〜300万円未満」に集中していることがわかる。
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【図表５】のブロック別集計によれば、他のブロックでは「50万円未満」
と回答した寺院が最も多いのに対して、東北・北海道、北関東、千葉の
各ブロックでは「50万〜300万円未満」と回答した寺院が最も多い（41）。
さらに、甚大な被害を受けた被災地を持つ教区についての教区別集計に
よれば、茨城第一・福島第一・宮城教区では修復に対する支出額の多い
寺院が多かったことがわかる（42）。
【図表５】の調査結果は、寺院修復の支出の観点から本宗寺院の被災概
要が把握できるため、東日本大震災が宗団に与えた損害を知るための貴
重な資料と言える。ただし、今回の調査では、寺院修復に防災工事等も
含まれる可能性もあり単純に損害とは言えないし、調査時点で再建中の
寺院にあっては支出の一部しか反映されていないと考える必要がある。
また、前述のように、集計結果には建物修復以外に境内墓地等の修復も
含まれている可能性もある点に注意しなければならない（43）。

（３）寺院修復の原資
　総合調査では、さらに震災に伴う寺院修復に支出したと回答した寺院

（759ヶ寺）に対して、寺院修復の原資の内訳を調査した（【図表６】）。
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図表６　東日本大震災に伴う寺院修復の原資（寺院票、複数回答）

回答数 ％

住職等の個人的資産（貯蓄等） 235 31.0

寺院の積立金 215 28.3

寺院の一般会計 370 48.7

寺院の特別会計（震災復興等） 54 7.1

壇信徒による篤志寄附 94 12.4

寺院の護持会費 167 22.0

地震保険、火災保険など 159 20.9

真言宗智山派　災害義援金 57 7.5

真言宗智山派　災害救援金 19 2.5

真言宗智山派　災害復興資金（貸付） 9 1.2

指定寄附金制度に基づく資金 6 0.8

文化財保護法に基づく補助金 10 1.3

その他 9 1.2

無回答 13 1.7

サンプル数 759 ―

【図表６】によれば寺院修復の原資としては、寺院の自己資金と言える
「寺院の積立金」「寺院の一般会計」「寺院の特別会計」が最も多く、次
いで「住職等の個人的資産」「寺院の護持会費」「地震保険、火災保険な
ど」「檀信徒による篤志寄附」の順となっている。「真言宗智山派災害義
援金」「真言宗智山派災害救援金」「真言宗智山派災害復興資金（貸付）」
などの各種支援金は対象寺院が限られているため、原資の内訳としての
回答数が少なかったものと考えられる。なお、「真言宗智山派災害義援金」

「真言宗智山派災害救援金」「真言宗智山派災害復興資金（貸付）」の概
要については、本論文「６．災害発生時、宗団に期待するもの」で触れる。
【図表６】のブロック別集計によれば、東北・北海道ブロックは「地震
保険、火災保険など」と各種支援金（「真言宗智山派災害義援金」「真言
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宗智山派災害救援金」「真言宗智山派災害復興資金（貸付）」）の回答数
が他のブロックより多いことがわかる。これは、東北・北海道ブロック
では震災の被害に対して保険金の支払いを受けた寺院も多く、各種支援
金の対象寺院が少なくなかったことを反映した数字であると考えられる

（44）。この東北・北海道ブロックの特徴は、東日本大震災による被災寺院
の再建プロセスを知るための貴重な資料であると言えよう。また、北関
東ブロックでは寺院の自己資金（「寺院の積立金」「寺院の一般会計」「寺
院の特別会計」）の次に「寺院の護持会費」を寺院修復の原資の一つと
する回答が多かった（45）。このことは、災害時の護持会の役割を考える上
で重要な事例となるであろう。
　さらに、原資の内訳を過去５年間の平均年間総収入別の集計から見る
と、原資に占める「住職等の個人的資産」の割合は、平均年間総収入「300
万円未満」の寺院が最も高いことがわかる。年間総収入の少ない寺院に
あっては、寺院修復を寺の資金で賄うことが難しいため、住職の個人的
資産を充当することが多いという事情を反映したものと推定される（46）。

「その他」の自由記述には、「東京電力からの賠償金」「金融機関からの
融資」「寺院資産（土地不動産、保有林）の売却」などを修復の原資と
する回答があった（47）。
　本宗の被災寺院再建の特徴を把握するために、以上の調査結果を文化
庁による被災地の宗教法人調査（文化庁（2016））と比較しておくこと
にしたい。「再建資金の内訳」に関する文化庁の調査結果が【図表７】
である（48）。
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図表７　再建資金の内訳（複数回答、回答者総数1,438）�
� 〈文化庁調査、実施期間：2015年11月24日〜12月31日〉

自己
資金 保険金 借財

代表役員
個人の
資金

信者
からの
寄附

各種
支援金

指定
寄附金 その他 無回答

件数 828 378 69 188 513 415 33 192 50

構成比
（％） 57.6 26.3 4.8 13.1 35.7 28.9 2.3 13.4 3.5

　　　※「その他」の例（自由記述形式）
　　　　　・護持会会計より
　　　　　・文化財補助金
　　　　　・資材の提供
　　　　　・ボランティアによる修復　など

【図表７】から「再建資金の内訳」は、「自己資金」828件「信者からの
寄附」513件「各種支援金」415件「保険金」378件「代表役員個人の資金」
188件「借財」69件「指定寄附金」33件の順となっている。前述のように、
文化庁の調査は青森県から埼玉県・千葉県までの宗教施設を対象として
いるため、【図表６】のブロック別集計から分析した東北・北海道ブロ
ックの場合と同様に「各種支援金」「保険金」の占める割合が高いと考
えられる（49）。また、文化庁の調査では「信者からの寄附」の構成比が高
く、「代表役員個人の資金」の構成比が低いことが本宗の調査結果と異
なっていることがわかる。これは、文化庁の調査は仏教系以外の宗教施
設も対象としているため、仏教系以外の宗教施設の運営実態との相違を
反映していることが予想される。
　東日本大震災で被災した宗教法人の建物等の復旧のために、宗教法人
が募集する寄附金で、所定の要件を満たすものとして所轄庁の確認を受
けたものについては、寄附者が所得税又は法人税の税制上の優遇措置を
受けることができる指定寄附金制度がある（50）。「指定寄附金」は包括宗
教法人を通じてまとめて申請し、集まった寄附金を包括宗教法人が被包
括法人に配分することも認められているため、今回の震災でも指定寄附
金制度の活用が注目された（51）。本宗寺院で指定寄附金制度を利用した寺
院は１ヶ寺に過ぎないが、【図表７】を見る限り「指定寄附金」を原資
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としている法人は決して多くはないことがわかる（52）。阪神・淡路大震災
の際には236法人が指定寄附金制度を利用したことを考えると、今回の
震災では利用した法人がかなり少なかったということになろう（53）。文化
庁（2016）には指定寄附金制度に関する詳しい調査報告がされているの
で、今後の災害のために参照すべきであろう（54）。

６．災害発生時、宗団に期待するもの	
� ―被包括宗教法人から包括宗教法人への思い―
　東日本大震災では、発災直後から各宗派教団で被災地へのさまざまな
支援事業が展開された（55）。真言宗智山派では、被災寺院並びに檀信徒を
救援するため、震災後ただちに宗内の寺院住職・教会主管者に通知して

「災害義援金」を募った。宗内から寄託された義援金に、宗外からの義
援金を加えて、約３億円の「災害義援金」を被災規模に応じて67の被災
寺院に配分することができた（56）。また、「真言宗智山派災害対策規程」
に基づく「災害救援金」は108の被災寺院に支給され、同災害対策規程
に基づく「災害復興資金」（１ヶ寺あたり500万円を上限とする無利子無
担保の貸付金）に対しては、４ヶ寺から貸付申請があった（57）。宗教施設
は行政からの財政支援を期待できないため、「災害義援金」、「災害救援金」、

「災害復興資金」は被災寺院の再建に重要な役割を果たすものと考えら
れる。
　総合調査では、災害時の対応（対策）について宗団に期待するものを
調査した。まず「災害時の対応（対策）に対して、宗団に期待するもの
はありますか」と尋ねた（【図表８】）。
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図表８　災害発生時、宗団に期待するものがあるか（教師票）

はい
82.2％

無回答
3.3％

いいえ
14.6％

サンプル数
2,427

【図表８】によれば、「期待するものがある」と回答した人は82.2%（1,994
人）にのぼり、「期待するものはない」と回答した人14.6%（354人）を
はるかに超える回答数であった。そこで次に、「期待するものがある」
と回答した人（1,994人）に、宗団に期待するものを３つまで選択して
もらった（【図表９】）。

図表９　宗団に期待する内容（教師票、3つまで選択）

0 300 600 900 1200 1500
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154

災害救援基金等の充実

資金融資制度（災害復興資金等）
の充実

災害ボランティア組織の設置

災害時に直接支援団体を繋ぐ
ネットワーク構築担当者の育成

精神的な寄り添いを担う
「心のケア」実務担当者の育成

防災に関する講習会の開催

速やかな被害状況調査班と
記録班の立ち上げ

その他

無回答

サンプル数1,994
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【図表９】から宗団に期待する内容としては「災害救援基金等の充実」
が最も多く、次いで「資金融資制度（災害復興資金等）の充実」「災害
ボランティア組織の設置」「防災に関する講習会の開催」「精神的な寄り
添いを担う“心のケア”実務担当者の育成」の順であった。そこで今回
の調査結果について、以下に若干の考察を加えておくことにしたい。

（１）経済的支援
　今回の調査結果を見る限り、「災害救援基金等の充実」「資金融資制度

（災害復興資金等）の充実」に対する期待は高く、災害時の経済的支援
が期待されていると言えるであろう。このことは本宗固有のニーズでは
なく、他宗においても見られる傾向である。例えば、2012年６月１日を
基準日とする『平成24年版　日蓮宗宗勢調査報告書』（日蓮宗宗務院、
平成25年４月25日、p.20）では、寺院に対する設問の中で「宗門が自然
災害に備えてどのような対策を取るのがよいのか」について２つ以内で
尋ねた調査結果が報告されている（【図表10】）。
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図表１０　宗門に期待する対策�
� （日蓮宗宗勢調査、基準日：2012年６月１日）
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【図表10】から日蓮宗においても「災害救援基金の強化」「寺院補強・
修繕等を目的とした資金融資制度の確立」という経済的支援に対する期
待が高いことがわかる。震災後、教団によっては銀行融資に対し教団本
部が保証人となることを決定したところもあるが、多くの被災宗教施設
にとって銀行融資を受けることは容易なことではない（58）。しかも、自治
体から宗教施設への公的資金が期待できない現状では、被災寺院の復興
のためには、宗教施設再建に見合った経済的支援が不可欠であるという
意見を反映しているものと考えられる。
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（２）“心のケア”実務担当者の育成
　今回の総合調査では、「精神的な寄り添いを担う“心のケア”実務担当
者の育成」への期待が５番目に多かった。最近のマスコミ報道で“心の
ケア”が注目されていることを反映した数字だと思われるが、精神的な
寄り添いを担う“心のケア”は、災害時のみならず平時においても、悩
み苦しむ人の多い現代社会のニーズである。“心のケア”実務担当者の
育成としては、活動内容から臨床心理士と臨床宗教師（あるいは臨床仏
教師）の二種類のケア者の育成が想定される。とりわけ臨床宗教師は、
東日本大震災の被災地東北で被災者への寄り添いからスタートしたもの
で、宗教者による被災地支援活動と密接な関係にあり、2016年４月に発
生した熊本地震でも大きな役割を果たした。臨床宗教師として活動する
には、東北大学・龍谷大学・上智大学等の臨床宗教師養成プログラムを
受講して日本臨床宗教師会に入会する必要があるが、病院や介護施設な
どの公共空間での活動が可能となるため、今後の活動が大いに期待され
ている。なお、2011年４月以降、被災者支援を目的に仙台で開設された

「心の相談室」は、2014年12月に結成された「北海道東北臨床宗教師会」
と統合し、今後は臨床宗教師会として被災者支援事業を続けると共に、
臨床宗教師の社会実装実現のための活動を展開していく予定である。

７．復興へ向けた宗教活動や支援活動への参加	
� ―宗教の社会貢献と公益性の観点から―
　東日本大震災では、阪神・淡路大震災の時に比べ宗教者の活動が大き
くクローズアップされた。読経ボランティアに始まり、物資支援ボラン
ティアや傾聴ボランティアに至るまで多くの分野で本宗教師を含む多く
の宗教者がボランティア活動に参加した。テレビからは連日津波被害の
映像が流れ、震災による死者・行方不明者数が１万8,000人を超えると
いう惨状を目の当たりにして、多くの宗教者が衝撃を受けたことであろ
う。その後、被災地では時間が経つにつれて、さまざまな変化が見られ
るようになった。例えば、被災者は仮設住宅から復興公営住宅等に移り
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住み、原発事故による被災自治体では避難区域が解除され帰還計画が進
行している。被災地の復興事業は徐々に進展しているが、人々の心の復
興にはだいぶ時間がかかるとされ、改めて災害復興の難しさを感じさせ
られる。例年３月11日には、多くの被災地で人々が互いに「あのとき」
を語り合い、犠牲者に追悼の祈りを捧げる光景を目にする。被災地では
現在も被災者に寄り添う宗教者が少なくないことを考えると、まだまだ
宗教者のなすべきことが残されていると言えるのではないだろうか。
　今回の総合調査では、宗教者本来の務めである慰霊や祈願の宗教活動
と、被災地への支援活動についての調査を試みた。まず「復興へ向けた
宗教活動や支援活動を行いましたか」という質問を実施した（【図表
11】）。

図表１１　復興へ向けた宗教活動や支援活動への参加（教師票）

はい
61.2％

無回答
2.7％

いいえ
36.1％

サンプル数
2,427

【図表11】から、震災以降回答者の６割以上という多くの僧侶が宗教活
動と支援活動に関わったことがわかる。この数字は、本宗の歴史上極め
て重要な記録と言えるであろう。
　さらに本調査では、上記の設問に「はい」と回答した人（1,486人）
に対して、その活動内容について選択肢の中から選んでもらった（【図
表12】）。以下では、回答のあった活動内容の中から注目すべき活動を取
り上げ考察することにしたい。
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図表１２　活動内容（教師票、複数回答）

回答数 ％

被災地での慰霊・祈願法要 749 50.4

被災地以外での慰霊・祈願法要 453 30.5

被災地の視察 471 31.7

火葬場での読経ボランティア 53 3.6

募金活動（募金の呼びかけ） 767 51.6

物資あるいは見舞金を被災地に送った 804 54.1

物品購入による支援活動（例：浜のミサンガ「環」） 208 14.0

被災地でのボランティア活動 317 21.3
被災地以外でのボランティア活動

（例：埼玉県加須市の双葉町民避難施設でのボランティア活動） 42 2.8

その他 43 2.9

無回答 3 0.2

サンプル数 1,486 ―

（１）被災地での慰霊・祈願法要
　前述のように、東日本大震災は死者・行方不明者数が１万8,000人を
超える戦後最大の自然災害であった。東北地方沿岸部の津波被災地では
幽霊の目撃が相次ぎ、マスコミ報道も加わり、被災地における特殊な社
会現象として注目された（59）。夥しい犠牲者の発生は多くの本宗教師の心
を動かしたであろうことは想像に難くない。
　震災後、真言宗智山派では岩手県、宮城県、福島県、千葉県、茨城県
の被災地で、犠牲者の慰霊と復興祈願を目的とした法要が数多く営まれ
た（60）。【図表12】から、宗教活動や支援活動を行った教師1,486人のうち、
被災地での慰霊・祈願法要の参加者は749人（50.4%）であったことがわ
かる。【図表12】をブロック別に見ていくと、東北・北海道、埼玉、千葉、
東京ブロックの順に参加者が多かった（61）。このことから、実に多くの本
宗僧侶が被災地に赴き慰霊・祈願法要に参加して宗教者としての役割を
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果たしたことがわかる。被災地での法要への参加は東日本大震災におけ
る本宗僧侶の重要な活動の一つとして、後世に長く語り継がれるべきで
あろう。

（２）火葬場での読経ボランティア
　夥しい数の犠牲者が出た自治体では、発災直後の火葬場の被災と燃料
不足から火葬が遅れたため、被災していない地域にも遺体を運んで火葬
を行った。一方、宮城県沿岸部の多くの自治体では、火葬場での火葬と
並行して土葬（仮埋葬）を選択し、およそ2,000体が仮埋葬された（62）。
その際、本宗寺院二ヶ寺（宮城教区）が境内地を仮埋葬地として自治体
に提供したことが知られている（63）。
　このような状況下で火葬場での読経ボランティアに参加した宗教者も
少なくなかった。しかしながら、火葬場を管轄する自治体によっては、

「信教の自由」の観点から火葬場での読経ボランティアが即座に許可さ
れたわけではなかった。とりわけ身元不明者の場合、宗教的背景が不明
なため、「信教の自由」を保障するには宗派を超えて恊働して儀礼を行
う必要があった（64）。
【図表12】から、53人の本宗僧侶が火葬場での読経ボランティアに参加
したことがわかる。さらに、【図表12】のブロック別集計によれば、東北・
北海道ブロック（27人）、東京ブロック（22人）に集中しており、さら
に教区別の集計結果によれば、東北・北海道ブロックでは宮城（16人）
が最も多く、東京ブロックでは東京南部（11人）が最も多かった。東北・
北海道ブロックの参加者数は、比較的津波被災地に近いことを反映して
いると考えられ、東京ブロックでの参加者が多いのは、東京都の火葬場
で宮城県名取市、多賀城市、七ヶ浜町などから運ばれた遺体が火葬され
たことが要因であると推測できるであろう（65）。
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